
 1 

わが国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」実施計画（案）

に対する意見募集の実施結果について 

 

平成１８年２月３日から２月２３日までの間、国民の皆様からの御意見の募

集を行ったわが国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」実施

計画（案）について、その意見募集の結果を下記のとおり取りまとめましたの

で公表します。 

 

１．意見募集の結果 

意見提出件数… １１１件 

 

２．御意見への対応について 

 以下のとおりです。 

 

《全体的事項》 

ご 意 見 考え方 

内容以前に文書の書き方を改め、一般人に少しでも理解

しやすく、読んでもらえる文書の作成を心がけてほしい。 

学生にはちょっと難しいので、わかりやすい語句、言い

回しをしてほしい 

可能な限りわかりや

すい表現に努めまし

た。 

１）関係省庁の幅広い参画と、２）戦略性の要素を計画

に一層反映させるべき。 

関係省庁連絡会議に

より関係府省が協力

して取り組んでいき

ます。戦略性について

は、４（１）で初期段

階において重点的に

取り組む事項を示し、

より戦略的にしてい

ます。 

事業説明は明確だが、それら事業を通して何をどのレベ

ルで達成しようとしているのか、プロセスや関連性が不

明瞭。「事業̶受益者̶効果」のリンクがまだ曖昧。 

個別の事業について

は、個別の事業ごと

に、別途、プロセスや

関係性の説明を行っ

ています。 

学びたいというそのインセンティブをどう高めていくの

かということを具体的な計画の中に入れていかなければ

ご意見を踏まえ３

（４）を修正しまし
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ならない。 た。 

教育改革の為の重点行動計画の中にＥＳＤを位置づける

ことについて明記して下さい 

教育改革のための重

点行動計画は、文部科

学大臣のイニシアテ

ィブにより平成 18年

１月 17日に取りまと

められたものであり、

すでに発表済みです。 

学ぶサイドに人間からの視点がほとんどない。トップダ

ウン 

ご意見を踏まえ３

（４）を修正しまし

た。 

子ども達の意見と取り込むといった子どもの参加しやす

い場をつくっていくこと 

ご意見を踏まえ３

（１）を修正しまし

た。 

新しい学びの必要性と、新しい教育のしくみの概念整理、

先進事例の提示が必要 

ＥＳＤで目指す学び

については、２（３）

（ハ）に「わが国にお

けるＥＳＤ」という項

目を新たに設け説明

しています。 

先進事例については、

今後提示していくこ

とが必要と考えてい

ます。 

最終的にはこれは教育改革だと捉えるべきではないかと

思う。それは、細分化された中で、それを総合的に見る

目を養うというか、初等教育から大学、高等教育。もち

ろん私たち企業の教育とか、あるいは公務員の教育とか。

そういうものを全て含むと思うが、そういう点で総合的

な学習の時間というのはいい発想。 

ご意見を踏まえ、総合

的な学習の時間につ

いては、３（３）、（４）

に加筆しました。 

総合的な学習の時間における取り組みをより記入すべき

ではないか。  

ご意見を踏まえ、３

（３）を修正しまし

た。 

目標達成のためには、「現在の人間の意識改革」ができる

かどうかにかかっている。教育現場においても同様で、

教師は自己の資質向上の努力を怠ることなく、一層深め

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と
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てかねばならない。教師だけではなく、地域コミュニテ

ィを含めた教育現場が知識、あるいは技術偏重の教育を

追及するのではなく、教育現場と子どもたちとの一対一

の対話が可能な環境を整備することが肝要。 

いう項目を新たに設

け説明しています。ま

た、３（４）を修正し

ました。 

全体的に言えることだが、ＥＳＤ教育と従来の教育がど

こが重複し、どこが異なっているのかを示すべきである。

そうでないと一般人にはESDの位置づけが理解できない。 

ご意見を踏まえ、既存

の教育との関連性等

について２（３）（ハ）

に「わが国におけるＥ

ＳＤ」という項目を新

たに設け説明してい

ます。 

教育現場の財源や人員などのリソースは限られている。 

ＥＳＤ教育のためになんらかの施策を追加的に実施する

となったとき、リソースの確保をどうするのか示すべき

ある。場合によっては従来の教育のカリキュラムを諦め

てＥＳＤ教育を実施するという選択肢もあってよいと考

える。その場合には、なにを優先順位とするのかを明確

にすべきである。 

ＥＳＤは、従来の教育

をやめて新しく取り

組むという性格のも

のではなく、従来の教

育の内容を発展させ、

ＥＳＤの観点を織り

込んでいくというこ

とが重要と考えてい

ます。 

ＥＳＤは環境教育ではない。全体的に環境教育に偏って

いる。（同趣旨 ３） 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け、ＥＳＤの内容につ

いて、説明していま

す。また、人権教育、

国際理解教育等につ

いても位置づけてい

ます。 

環境教育に偏りがみられ、人間の生き方、あり方を考え

る教育、というより広い視点が必要 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け、説明しています。 

一つは準備含めて、２年くらい論議されてきてずっと環 環境は、優先的な課題
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境中心だったので、それ以外の課題について、あとから

取り組むのではなくて、今すぐに実施計画に取り入れる

べきだと思う 

として位置づけられ

ているものであり、環

境保全を入り口にそ

れ以外についても取

り組むべく、実施計画

に位置づけました。 

ユネスコ国内委員会が、平成１５年７月にユネスコに提

出している提言には「個人のあり方についていえば、自

らの考えをもって、新しい社会秩序を作りあげて いく、

地球的な視野を持つ市民の育成という観点が重要であ

る」とされており、環境を含むより広い概念を包含して

いるように書き換えるべき。 

ご意見を踏まえ、３

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け説明しています。 

自然体験、ごみ分別、省エネ等をテーマにした環境教育

をいくら積み重ねても持続可能な社会は形成されない。 

環境保全は、わが国に

おいて、優先的に取り

組むものとしており、

ＥＳＤ全体の取組に

ついては、環境、社会、

経済を統合的に取り

組むもので、環境保全

のみで持続可能な社

会が形成されるとは

考えていません。 

今人類が持続可能な社会を構築して行く上で、重大な問

題にさしかかっているものに地球環境の問題・自然環境

の問題があるが、実施計画(案)では、それらに正面から

対応していない。持続可能な開発のための教育は、環境

教育として確立すべきです。 

環境の取組は優先的

な課題として位置づ

けていますが、ＥＳＤ

は、環境保全のための

取組のみならず、社会

的側面、経済的側面を

含む幅広い取組であ

ると考えています。 

「人権」「人権教育」という視点が弱い。「人権教育のた

めの国連10年」のフォロー・アップとして「人権教育の

ための世界計画」が策定されました。そこではＥＳＤと

連動しながら「相乗効果」をあげるよう指摘されている。

ところが、「計画案」にはその点の記述が見当たらない。

（同趣旨 ３） 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ニ）に環境の

取組が人権等への取

組へと発展すること

について加筆してい

ます。 
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また、人権教育に関す

る施策を別表へ追記

しました。 

ジェンダー／女性の文言が「 (4) 国際協力の推進 ユネ

スコ人的資源開発日本信託基金」の箇所をのぞき、皆無。

また、厚生労働省の参画にかかる記述がみあたりません

が、雇用や男女、ニートなどの今日的社会問題などとの

関連を踏まえると、厚生労働省の参画はとくに重要。環

境面への重点化は的を得ていると思うが、国内の社会的

弱者を視座に入れ、不登校児童や身障者、高齢者福祉な

ど、他の関連事業とのシナジー化を踏まえた戦略的な実

施計画が必要 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け説明しています。２

（３）（ニ）に環境の

取組が人権等への取

組へと発展すること

について加筆してい

ます。 

３（１）において社会

的弱者について加筆

修正しました。 

在日外国人が参画できる実施計画を取り入れるべき ご意見を踏まえ、３

（３）を修正しまし

た。 

ＥＳＤの推進のためには、社会構成員全員の参画が必須。

社会的弱者の参画を促す方策が明確にされていない。 

ご意見を踏まえ、３

（１）を修正しまし

た。 

ＥＳＤを「すべてを自分ごとととらえて、社会に参画す

る、コミットする力をはぐくむ教育」だと認識していま

す。「ひとりひとりが批判的思考をもち、他人事とするの

ではなく実感をもって、対話をしたり、物事に対処する

こと」が、持続可能な社会づくりにつながると考えてい

る。 

ご意見を踏まえ、３

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け説明しています。 
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２（３）（イ）にある「地域づくり」ということをより強

調すべき。いい地域にするために、市民性の高い市民を

育てることは結果として環境教育、人権教育、国際理解

教育、食育で目指すべきことが一挙に解決されうる。そ

の中で、「将来世代とのつながり」「世界レベルでほかの

地域とのつながり」を意識したものとすることに配慮す

る必要はある。 

ご意見を踏まえ、３

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け説明しています。ま

た、３（１）を修正し、

「地域づくり」という

視点をより強調する

ようにしました。 

地域づくりにおいては、「農林水産業」の存在が大きくな

る。今、農林水産業関係が本文のどこに位置づけられて

いるのかわかりにくい（事業者の中にあるのか？）。それ

をより強調すべき。 

ご意見を踏まえ、４

（３）（ヘ）として「農

林漁業者、関係団体」

を追加し、別表におい

てもわかりやすく整

理しました。 

ＥＳＤについては、文科省が推進している「生きる力」

とほとんど同じ概念と考える。「確かな学力」とあるが、

これは、まさにＥＳＤで目指すこととしている学び方で

ある。ＥＳＤは、知識として環境や国際のことを学ぶ必

要性よりも「学び方を変えること」が重要視されている。

このままでは、学校現場等に、「また新しい課題が降って

きた」と思われ、敬遠されるだけである。文科省は、既

存の自らの政策路線と同じ方向性である旨、明記すべき

である。 

ご意見を踏まえ、３

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と

いう項目を新たに設

け説明しています。 

各省庁の既製品を繋ぎ合せたパッチワークであり、総花

的です。学校教育の中での位置付けを明確にし、地域、

ＮＰＯ，企業、行政等が協力､協働するシステムを構築、

簡明にして説得力のある計画を期待しています 

各省庁が各分野の施

策を実施する中で、連

携しつつＥＳＤの観

点を重視していきま

す。学校教育への位置

づけ、地域におけるシ

ステム構築について

も、各項目で言及して

います。 

１０年間地道に教育科目の改善や入試制度改革（理科、

物理、化学、生物、地学をきちんと理解させる）を行う

必要がある。実施計画をきっかけに省庁間で流動的で無

教育改革の全体的議

論の中で、入試制度改

革についても取り組
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駄のない施策が提案されることを期待 んでいきます。また、

引き続き大学入学者

選抜方法の改善につ

いても取り組んでい

きます。 

また、今後も関係府省

が緊密に連携を図り、

施策を推進します。 

（１）自然を感じ、生きる力を身につける-プレイパーク

のあるまちづくりを（２）「持続可能な社会」は地域の自

立から-ワークショップの手法で市民参加型社会の実現

を-（３）「循環型社会」の国づくりのための教育を-大人

が楽しみながら方向性を示す。 

遊び場については、４

（３）（ハ）に加筆、

市民参加型社会につ

いては、４（３）（ヌ）

の中で加筆、循環型社

会については、環境の

取組の中に含まれて

いると考えています。 

有機農業の中には「人、地域づくり」の要素がすべて入

っています。そこでわが国の風習、伝統から考えても「田

んぼ」が国連持続可能な開発のための教育に不可欠 

農林漁業について、４

（３）（ヘ）で新たに

項目を設けて加筆し

ました。 

食と農による地域づくりの実践的学習（「地域に根ざした

食育」活動による学習）は、持続可能な社会を実現する

ための学習にほかならない。食育が二箇所の項目で触れ

られてはいるものの、食育の重要性がもっと強調されて

よいのでは 

農林漁業について、４

（３）（ヘ）で新たに

項目を設けて、食の観

点についても加筆し

ました。 

日本を持続可能な社会にする基本になるのは文化です。

一度失われた文化を回復させることは困難です。日本文

化の継承と発展への援助、教育が急務 

地域学習について、地域の歴史や文化財を切っても切り

離せない。文化庁の文化財の理解や保護といった活動も

必要 

ご意見を踏まえ３

（１）において、文化

の観点も加筆しまし

た。 

持続可能であるためには「平和」であることが不可欠で

すから、その視点を盛り込んでください。 （同趣旨 ２） 

２（２）（イ）で述べ

ています。 

「未来を描く力」を育むということについても強調すべ

き。 

ご意見を踏まえ、３

（３）（ハ）に「わが

国におけるＥＳＤ」と
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いう項目を新たに設

け説明しています。 

これまで行ってきた実践の考察はされるのでしょうか 各事業の評価等を毎

年行っているところ

ですが、ＥＳＤの観点

による実践の考察は、

今後実施していくこ

ととしています。 

それぞれの省庁が、何をやります、何をやりますと。今

までやってきたことを整理しただけで、お互いの連携と

いいながら、横断的な分析・解析・統合化していくとい

う作業が全く抜けているので、結局従来やってきたこと

をイベントとしてやればそれでおしまいだということ。

結局そういうことしかやっていないから、評価の視点が

十分出てこない。 

ある一つの事業のみ

で、ＥＳＤに関する取

組をすべて実践でき

るというものではな

く、各分野の様々な事

業を活用して、各地域

ごとに実践されてい

くものと考えており、

政府としては、今後実

施計画にあるような

各分野の施策を推進

する中で、ＥＳＤにつ

いても推進していき

たいと考えています。 

【別表】のほとんどが環境教育、資源・エネルギー関連

の事務事業である。環境教育推進法及び同基本方針の焼

き直しになっている。人権、平和、福祉、男女共同参画、

地域経済などさまざまな分野への支援施策も記載すべき

（同趣旨 ６） 

ご意見を踏まえ、別表

に人権教育に関して

は、関連事業を追加し

ました。 

【別表】市民参加と協働による社会づくりの促進という

観点から教育活動に取り組む必要がある。しかしながら

ここに示された具体的な施策は環境教育に偏りすぎてお

り、ESDを正しく理解する妨げとなりかねない。実施計画

に記載された人権、開発、平和、福祉、男女共同参画な

ど、さまざまな分野の教育活動の支援施策を、同様に記

載するべきである。 

ご意見を踏まえ、別表

に人権教育に関して

は、関連事業を追加し

ました。 

【別表】厚生労働省、総務省、法務省の位置づけがみら

れない 

各省において、ＥＳＤ

の推進につながる施
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策が推進されていま

すが、現時点におい

て、実施計画の各項目

の内容に合致する取

組がないために、位置

づけられていません。 

来年の予算で、総合的な学習の時間について、学校外の

団体を活用するための事業を行う際の支援、教員養成、

担当教員の設置等について始まるときいているので、そ

れらについても【別表】に位置づけるべき 

総合的な学習の時間

の施策については、既

に別表に記載してい

ます。 

【別表】「地域づくり」のための教育という視点は、文科

省の現行施策とも一致するも のであり、それらの施策が

別表から抜け落ちているのは、理解できない。別表には、

「地域教育力再生プラン」のうちボランティア推進事業

のみが掲げられているが、文科省の地域づくり支援室の

ホームページに掲げられている施策のほとんどすべてを

ＥＳＤ関連施策として位置づけるべき。文化的景観に関

しても、実施計画に位置づけるべき。 

ここでは地域振興施

策のすべてが対象で

はありません。また、

「文化的景観」につい

ては、ご意見を踏ま

え、３（１）に加筆し、

そこに読み込まれる

ものと考えておりま

す。 

【別表】農水省でも食育に力を入れて各種事業を展開し

てきており、農文協でも、①ニッポン食育フェア、②食

育コンクール、③食育推進・実証活動支援事業、④故郷

に残したい食材、⑤ＮＨＫ食育・健康フェア、⑥食と農

の応援団事業などの補助事業に取り組んでいる。主要な

ものだけでもよいから、農水省をはじめ各省庁の食育関

連事業を洗い出す必要がある 

別表に、農林水産省の

食育関連施策を追加

しました。 

【別表】なぜ国有林の取組が全く掲載されていないのか。

森林環境教育を実施していることを明示している 

国有林の森林環境教

育関連施策について、

別表に追加しました。 

環境教育以外の施策を位置づける。各省庁のＥＳＤに関

連した既存の取り組みテーマ例 

・ 内閣府→NPO、オーライ日本、観光戦略、男女共同参

画、ジェンダー平等教育、消費者教育、構造改革特区、

統計関連など  

・ 農水省→食農教育、バイオマス、森林保全、森林環境

教育、地域振興など  

ご指摘のテーマは、Ｅ

ＳＤに関連するもの

と考えていますが、実

施計画は、それらの施

策すべてを包含して

いるものではなく、実

施計画で包含してい
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・ 経産省→エコビジネス、地方博、環境経営、技術革新、

資源・エネルギーなど  

・ 環境省→学校等エコ改修、環境教育、３Ｒ、地球温暖

化対策、里地里山保全・再生  

・ 総務省→地方自治体、地方分権、地域振興、まちづく

りなど  

・ 文科省→総合的な学習の時間、地域の教育力、自然体

験活動、国際理解教育など  外務省→ODA、海外災害

支援、開発教育など 

・ 国土省→河川、港湾、公園、観光、国土計画など  

・ 法務省→人権教育など  

・ 厚労省→HIV/AIDS、雇用、職能開発、福祉など 

る範囲のテーマを位

置づけています。 

【別表】の施策の実施による効果について、もっと明確

にすべき。 

各施策の効果につい

ては、各施策の説明の

中で別途されていく

べきと考えています。 

「地域社会」と「地域コミュニティ」の用語の統一がな

されていない（同趣旨 ２） 

ここでは「地域コミュ

ニティ」については、

地域の住民主体の組

織やグループを想定

して記述しており、

「地域社会」は、行政、

事業者等あらゆる主

体が存在する地域社

会全体を想定して記

述しています。 

「一人一人」は「一人ひとり」が適当 ご意見のとおり修正

しました。 

国連決議文書も添付してほしい。 今後、実施計画を紹介

する中で、適宜、添付

したいと考えていま

す。 
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《進め方》 

ご 意 見 考え方 

中教審でＥＳＤ実施計画の内容を検討する 今回の実施計画は、円

卓会議において有識

者等の意見を聴いて

つくっており、現時点

で中教審において検

討する予定はありま

せん。 

今回の文書を具体化する「中期具体化計画」を位置づけ

る。１０年間を最初の３年、中間の３年、最後の３年、

総括のための１年に分け、今回の「実施計画」をふまえ

て３年ごとの「中期具体化計画」を策定するものとする

べきである。 

３年ごとの計画策定

よりも、まず、この実

施計画に基づき、各教

育現場、各地域におい

てＥＳＤの取組を具

体化し、その上で５年

目の見直しを行う方

が適当と考えていま

す。 

実施計画は閣議決定する事が必要 （同趣旨 ３） この実施計画は、関係

省庁連絡会議で決定

することとします。 

今回作成された実施計画は、その推進体制と大きな方向

性を示す「基本方針」とし、達成目標や具体的な施策を

盛り込んだ「ESD国家戦略」は数年をかけ、全国各地のさ

まざまなステークホルダーが参画できるタウンミーティ

ングやワークショップ、パブリックコメントなど、双方

向の議論を踏まえて定めることが必要 

この実施計画に基づ

き施策を推進してい

く中で、様々な主体か

らの意見を聴きつつ、

見直しは２０１０年

に行う予定です。 

 

 

《組織》 

ご 意 見 考え方 

きちんとした推進体制がとられるよう、法律の制定が求

められる。この実施計画の最大の欠点は、政府の ESD推

進体制がきちんと明記されていないことである。推進体

制は、この項の最初に（１）と章立てをして明記し、そ

の責任範囲を明らかにするべき 

推進体制については、

４（１）の冒頭文に記

述しています。政府と

して、現時点では法律

の制定の予定はあり
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ません。 

内閣府に責任あるＥＳＤ担当大臣を置き、推進本部を設

けた上で、ＥＳＤ政策の企画、立案を担当し、関係省庁

が実施機関としてその人に当たるべき（同趣旨 ２） 

当面は、内閣官房副長

官補を議長とした関

係省庁連絡会議にお

いて、取組状況の検

証、全体の調整等を行

うこととしています。 

推進本部を内閣府に設置し、本部長として内閣総理大臣

をもって推進する旨を明記すべき （同趣旨 ５） 

当面は、内閣官房副長

官補を議長とした関

係省庁連絡会議にお

いて、取組状況の検

証、全体の調整等を行

うこととしています。 

各省庁のコーディネーション役は誰なのか、明確にして

ほしい 

当面は、内閣官房副長

官補を議長とした関

係省庁連絡会議にお

いて、取組状況の検

証、全体の調整等を行

うこととしています。 

持続可能な開発には「雇用」といった社会の発展に関す

る分野も含まれますので、これらを管掌する厚生労働省

も、連絡会議の構成員となることが必要 

厚生労働省について

も連絡会議に参加す

ることとなりました。 

ユネスコ国内委員会の役割は、何か？ユネスコがリード

エージェンシーであるのはわかりますが、国内ではどの

ような役割となるのかが不明瞭。「ワーキングペーパー持

続可能な開発のための教育に関するアジア・太平洋地域

戦略」において、「ＥＳＤの１０年におけるユネスコ国内

委員会の関与は不可欠」とされている。 

日本ユネスコ国内委

員会は、我が国におけ

るユネスコ活動に関

する助言、企画、連絡

及び調査のために「ユ

ネスコ活動に関する

法律」に基づき文部科

学省内に設置された

機関です。ＥＳＤの１

０年に関しては、教育

小委員会の下にワー

キングループ（座長：

中山修一広島大学教

授）を設置し、平成１
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５年７月、ユネスコに

対して「国際実施計

画」策定に当たっての

提言を政府や他の国

際機関に先駆けて行

いました。今後は、平

成１７年度からユネ

スコに拠出を開始し

たＥＳＤ信託基金を

通して、各国における

ＥＳＤベスト・プラク

ティスへの支援、セミ

ナーの開催を応援す

るまでの取り組みに

より、ＥＳＤの普及促

進を図る予定です。 

文部科学省で国際課が担当しているというのが不明。Ｅ

ＳＤは、総合的な政策であり、教育に関する総合施策を

担当しているところが担うべき 

国際課のみが担当し

ているわけではなく、

関連するすべての部

局が担当しています。 

ESDに関わるステークホルダーが参画する 官民による協

議体制（円卓会議）を設置すること、さらに ESDのパー

トナーシップによる実施およびモニタリングを担う機関

として「ESD推進センター（仮称）」を設置することを、

推進体制として明記する（ユネスコ国内委員会提言より） 

（同趣旨 ２） 

円卓会議については、

今後も随時開催する

こととしています。モ

ニタリングについて

は、今後、その手法等

について、連絡会議に

おいて検討していき

ます。 
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１．序 

 

ご 意 見 考え方 

１０年後のその先を思わせるメッセージを投げてもいい

のでは 

１０年後については、

２０１４年において

検討することとして

います。 

冒頭に、ＥＳＤ１０年は日本の提案で実現したことを入

れる。 

２（１）等で言及して

います。 
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２．基本的考え方 

 

（１）経緯 

 

（２）持続可能な開発のための教育とは 

 

ご 意 見 考え方 

（２）持続可能な社会構築“を加えてはいかがでしょう

か（さらに詳しく）。国や地域の発展段階を、次の３段階

とする。生存権を重点とする地域、人権を重点とする地

域、環境権を重点とする地域 

持続可能な社会構築

については、２（２）

（イ）で言及していま

す。 

「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）」について、「持

続可能な開発」と 「教育」の部分を整理してほしい。 

ご意見を踏まえ、２

（２）（イ）を修正し

ました。 

 

 

（イ）持続可能な開発 

 

ご 意 見 考え方 

持続可能な開発のための教育とは。自尊心を育むこと。 ３（３）（ハ）に「わ

が国におけるＥＳＤ」

という項目を新たに

設け、教育のあり方等

についても説明して

います。 

「教育」が狭義なものになっている。そこで教育の目標

とあるが、まず「教育」の定義を明確にすべき。教育

（Education）が本来の個の力を引き出すものである考え

に立った説明が欲しい。そのためにはユネスコ「２１世

紀教育国際委員会」報告書にあるように「知ることを学

ぶ（Learning to know）」「為すことを学ぶ（Learning to 

do）」「共に生きることを学ぶ（Learning to live 

together）」「人として生きることを学ぶ（Learning to 

be）」という視点をもって、広義に「教育」を定義してほ

しい。 

ご意見のような観点

を踏まえ、２（３）（ハ）

にわが国におけるＥ

ＳＤについて記述し

ました。 
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持続可能な開発という定義が国内で定義が明らかにされ

ていないのではないか。持続不可能な問題を明らかにし

て、その現状、問題点から課題が浮き彫りにされはじめ

て持続可能な社会、若しくは持続可能な開発が論議され

るべきではないだろうか。 

持続可能な開発の原

則、課題、価値観等に

ついては、実施計画の

中に記述しています

が、政府として、定義

はしていません。今後

も検討していくべき

ものと考えています。 

ＥＳＤという言葉がわかりにくい。開発（development）

という言葉が理解しにくい。「発展」や「未来社会」とい

う言葉でも表現されうる。一般国民にわかりやすく具体

的な日本語のタイトルが必要である。（同趣旨 ５） 

ご意見を踏まえ、２

（２）（イ）を修正し

ました。 

「国連持続可能な開発のための教育の１０年」をマネジ

メントするならばＰＤＣＡ手法により現状を知る、現状

を分析することが取組みの最初ではないだろうか、これ

が明らかになって初めて、将来を考えることが出来るの

ではないでしょうか。 

３（６）にあるとおり

ＰＤＣＡにより評価、

改善を行っていくこ

とが望ましいと考え

ています。 

貧困撲滅というより先に人口問題があるのではないか。

今の世界中の歪みは多分人口問題が解決すれば、是正さ

れてくることが大変に多いのではないか。 

持続可能な開発の概

念には人口を含むも

のと考えています。 

下線部を追加「持続可能な開発とは、人間の生存基盤で

ある自然生態系を守り、その系を損なうことなく、私た

ちの経済、社会を発展させることを言います。そして、

将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、現

在の世代のニーズを満たすような社会づくりのことを意

味しています。」 

自然生態系の保全に

ついては、案の文章の

中に包含されていま

す。 

資源の有限性から持続可能性を考える視点が欠落 資源の有限性につい

ては、２（２）（イ）

に記述されています。 

 

 

（ロ）ＥＳＤの目標 

 

ご 意 見 考え方 

持続可能な開発のためになぜ教育が必要なのかの説明が

ない。持続可能な社会をつくるためにはどのような思想

ご意見を踏まえ２

（２）（イ）を修正し
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が必要であるかの検討が必要である。 ました。 

 

どこにも「公害」という文言が見当たらない。持続可能

な社会の環が崩された時に公害が発生することを明言す

るべき。 

４（３）（ホ）に公害

について加筆しまし

た。 

「持続可能な開発のための教育」や「ＥＳＤ」という用

語では国民が内容を容易に把握することが困難。国民に

幅広く理解を得て推進していくためには内容を端的に示

すスローガンが必要である。 

今後の検討課題とさ

せていただきます。 

以下のように修正「・・・教育や学びの場に取り込まれ、

環境、経済、社会の面において持続可能な将来が実現で

きるような私たちの生存基盤である自然生態系に負荷を

与えない会社、経済の仕組みが実現できるよう、市民と

しての行動の変革をもたらすことです」 

自然生態系について

も、案の文章に包含さ

れています。 

「環境、経済、社会」→「環境、政治、経済、社会」 環境、経済、社会とい

う３つの側面を言っ

ており、ここで政治が

他の３つと並びで書

かれることは適当で

はないと考えていま

す。 

 

 

（ハ）取り組むべき分野 

 

ご 意 見 考え方 

①日本をはじめに、先進国の少子化、日本人滅亡②世界

人口増による食糧不足 ③地球温暖化と異常気象の３点

に取り組むべき 

ご意見のような文言

を記述することは適

当ではないと考えて

います。食糧不足、異

常気象等は、案の文章

に包含されています。 

「分野」でなく「課題」として、「持続可能な開発」に通

じる世界的な課題について述べるべき。特に「ミレニア

ム開発目標」との関連を明確に述べる必要がある。 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ニ）に記述し

ました。 

ＥＳＤの目標は、持続可能な将来が実現できるような「行 ２（３）（ハ）「わが国
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動の変革をもたらす」 と書かれているが、イメージが伝

わりにくい。日本ユネスコ国内委員会が平成１５年７月

に提出した提言に記載されている、「自らの考えをもっ

て、新しい社会秩序を作りあげていく、地球的な視野を

持つ市民の育成という観点が重要である」という視点を

盛り込むべき 

におけるＥＳＤ」を新

たに設け、ご意見の内

容を踏まえ記述しま

した。 

「基礎教育」をより明確にするため「識字をはじめとす

る基礎教育」とすることを望む。国連でも識字の10年と

関連させている。 

ご意見を踏まえ２

（１）、２（２）（イ）

を修正しています。 

「先進国においては、・・・優先的な課題です。」に「人

権、平和、福祉、難民問題」を追記。 

いずれも重要な課題

と認識していますが、

ご意見のようにする

と優先的な課題が見

えにくくなるので、適

当ではないと考えて

います。 

 

 

 

（３）わが国の実施計画 

 

ご 意 見 考え方 

「適切な役割分担」とはどのように役割分担するか不明

瞭 

一つの主体に過度な

役割が集中しないよ

う、また、不公正な役

割分担とならないよ

う多様な主体により

取り組まれることが

適切と考えています。 

「人づくり、地域づくりが一体として」という点をもっ

と前面に押し出し強調する必要がある 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）、３（１）

を修正しました。 

 

 

（ロ）最終年までの目標 
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ご 意 見 考え方 

達成目標をもっと明確に示してほしい。数値的な目標を

おくべきではないか。（同趣旨 ３） 

数値的な目標につい

ては、評価指標を含

め、今後の課題と考え

ています。 

抽象的で控えめ。事業ごとの戦略や具体的な目標を設定

する。 

事業ごとの目標まで

は、ここでは言及しな

いこととしています。 

２．（２）（ロ）「ＥＳＤの目標」と整理すべきである ２（２）（ロ）「ＥＳＤ

の目標」は、世界レベ

ルの目標、２（３）（ロ）

「最終年までの目標」

は、特にわが国におけ

るＥＳＤの取組のこ

とを記述しています。 

目指すべき未来像を明確にすべきである。 ４（２）（イ）におい

て、持続可能な社会の

姿を検討することを

記述しています。 

１０年の目標は教育が国内外で実施できるよう、その仕

組みづくり（制度化）に取り組むこととすべきである。

国内においては、学校および学校外で、様々な主体が連

携してESDを恒常的に推進していくための仕組み（組織、

人材、基盤等）をつくること、国外においては、日本の

あらゆる開発協力および教育協力に、ESDの視点を組み込

むことを目指すべき目標とする 

ＥＳＤ推進のための

仕組みについても、今

後検討すべき課題と

考えています。国際協

力についてのご意見

は、４（４）のとおり、

今後のＯＤＡについ

て、持続可能な開発の

考え方に沿って実施

することを記述して

います。 

核兵器廃絶を実現 ご意見については、Ｅ

ＳＤの取組対象の範

囲を超えていると考

えます。 
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（ハ）わが国が優先的に取り組むこと 

 

ご 意 見 考え方 

社会的公正及び人権という概念が弱いと思います ぜひ

入れるべき。 

ご意見を踏まえ、人権

教育に関する施策に

ついて別表へ追加し

ました。 

これでは、ＥＳＤの国内実施計画では なく、たんなる環

境保全活動と途上国支援の計画だけになってしまいま

す。ＥＤとは直接無関係に展開されているさまざまな地

域課題の取り組みに対して、ＥＳＤの枠組みを提示する

ことで、環境問題への理解も進むはず。 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）「国におけ

るＥＳＤ」として説明

しています。 

「ミレニアム開発目標」に則った展開が必要 ご意見を踏まえ、２

（３）（ニ）に記述し

ました。 

「先進国に何よりもまず求められるのは、社会経済シス

テムに環境配慮を織り込んでいくことと」とあるが、環

境配慮に加え「社会的公正」を織り込むことが重要 

社会的公正について

も、取り組むべき課題

と認識していますが、

優先課題として環境

保全に関することか

ら取り組んでいくこ

ととしています。 

他分野の取り組むべき分野が、深く結びついている点を

より強調し、それらを総合的かつ体系的に学ぶ必要がる。

つながり、因果関係をしっかり学ぶこと、それが弱い。

また最後の文節は、従来の教育において取り組んでいる

視点をＥＳＤの視点として明記しているようにとれ、Ｅ

ＳＤをかえってわかりにくいものにする危惧を感じる。 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）「わが国に

おけるＥＳＤ」として

加筆しました。 

以下のように修正「わが国を含む先進国に何よりもまず

求められるのは、社会経済システムに自然生態系の保全

を優先的に環境配慮を織り込んでいくことです。 

自然生態系保全につ

いても包含しており、

後段で生物多様性の

確保について言及し

ています。 

「環境」の意味する範囲、定義を明確にする 環境については、国民

的認識を基礎として、

社会的ニーズや国民
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的意識の変化にとも

なって変遷していく

ものと考えています。 

人権教育について。“同和教育一辺倒から国際人権教育

（平和教育）への転換を” 

人権教育については、

対象ですが、その内容

に関することは、今回

の実施計画の範囲を

超えていると考えて

います。 

国内の外国人の人権保障のための教育を位置づけるべ

き。人権教育・啓発推進法に基づいてつくられた「基本

計画」においても外国人の人権が一つの柱として位置づ

けられている。 

ご意見を踏まえ３

（３）を修正していま

す。 

歴史を踏まえた持続可能な地域づくりというのであれ

ば、日本がもっている公害克服の経験を前面に打ち出す

べき 

４（３）（ホ）に公害

について加筆しまし

た。 

一次産業やバイオマス等の導入等に係る施策が掲載され

ていない。「教育」に係る取組以外も多様な施策があるこ

とを示したほうがいい 

この実施計画では、生

涯学習や地域学習を

含む教育を対象とし

ていますが、一次産

業、バイオマス等の導

入自体は範囲を超え

ていると考えていま

す。 

国連実施計画では明確に位置付いている「国連識字の１

０年」が、課題として識字があがっていない。ユネスコ

アジア文化センターなど、日本政府も関わってアジアな

ど各地の識字活動が活発に進められており、世界的な課

題として位置づけるべき。国内的にも識字の課題は現存

する 

ご意見を踏まえ２

（１）、２（２）（イ）

を修正しています。 

「産業構造の転換・生活スタイルの転換」は、どういう

手順と手法で実現していくのか曖昧である。 

「産業構造の転換・生

活スタイルの転換」の

手順等は、この実施計

画の範囲を超えてお

り、本実施計画は、教

育活動を推進するこ
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とで、「産業構造の転

換・生活スタイルの転

換」の定着を目指すこ

とについての計画で

あると考えています。 

教育者は、いずれか一分野には強くても全体を扱いうる

人はなかなかいないので、結構困難がつきまとうことと

なる 

３（３）にあるとおり、

各分野の専門家が、お

互いに学び合い、共有

することが重要と考

えています。 

「地域の自然資源の活用」が地域経済の向上にまで発展

させるためにはどのような対応策ができるのか示して欲

しい。同様に地域福祉の向上にはどのようにつながるの

か。 （同趣旨 ２） 

地域の自然資源の例

としては、例えばバイ

オマスの活用による

林業の向上や地域経

済の向上等が考えら

れます。福祉の向上に

ついては、２（３）（ニ）

にあるよう地域にお

いて顔の見える関係

が向上することが、一

人暮らしの老人対策

等につながってくる

と考えています。 

「中心」が重なっており、環境のみに重点をおくよう誤

解を受けるため、「環境保全を中心とした課題を中心

に・・・」を「環境保全を中心とした課題を入り口とし

て」 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

指導性を発揮して国際的には、核兵器廃絶、平和憲法の

普及、法律改正のよびかけ 

ご意見の内容は、この

実施計画の範囲を超

えていると考えてい

ます。 

【別表】別表の中に生物多様性が入っていない。生物多

様性を確保する重要性を国民に教育するための方策が必

要。 

別表の施策の中に、生

物多様性確保のため

の教育活動について

も含まれています。 
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３．ＥＳＤ実施の指針 

 

（１）地域等の特性に応じた実施 

 

ご 意 見 考え方 

あまりに素っ気ない。地域がかかえている課題とＥＳＤ

という視点で補足願う。 

ご意見を踏まえ、「地

域づくりへと発展す

る取組」と修正しまし

た。 

国全体としての実施も重要であることを明記してほしい 国全体としての取組

は重要と考えていま

すが、具体的なＥＳＤ

の実践は、地域に立脚

したアプローチが重

要であるということ

を記述しているもの

です。 

 

 

 

（２）教育の場、実施主体 

 

ご 意 見 考え方 

リサイクルプラザについても教育の場として記述に加え

て欲しい 

リサイクルプラザに

ついても含まれてい

ると考えています。 

「また、大学等の高等教育機関においてもＥＳＤを意識

的に取り入れていくことが望まれます。」を追加 

高等教育機関におけ

る取組は重要と考え

ており、４（１）（ハ）

に重点的取組事項と

して記述しています。 

「個々人の意識に影響を与える」という言葉があるが、

「意識に影響を与える」方法論として、意識に影響を与

える方法論として、「文化の遺伝子ミーム論」をベースと

したミーム・マネジメントを活用するべき 

一般的に普及してい

る方法論から始める

ことが重要であると

考えています。 
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地域でのまちづくり、学校での総合学習に焦点をあわせ、

具体的事業を打ち出す。学校教育では総合的な学習の時

間、地域ではまちづくり、職場では事業全体の点検など、

それぞれの場所ではっきりとした焦点を打ち出し、それ

に対して推進のための支援事業を国が打ち出すべきであ

る。たとえば、「ＥＳＤ研究指定校」「ＥＳＤ推進地域指

定」などの事業があり得る。 

地域でのまちづくり、

学校での総合的な学

習の時間について加

筆しました。職場にお

いては、４（３）（ホ）

において、持続可能な

開発に合致した事業

活動を行うことにつ

いて記述しています。 

 

 

 

（３）教育の内容 

 

ご 意 見 考え方 

「家庭科」→「技術・家庭科」に修正。技術科の環境教

育も位置づける。 （同趣旨 １８） 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

「技術活用や生産の理解」[４９] 総合的な学習の観点

に含まれていると考

えています。 

総合的な学習の時間における取り組みをより記入すべき ご意見を踏まえ、加筆

修正しました。 

開発そのものについて教育の対象の一つとして捉えられ

るべきではないかと考えます。また，開発および開発に

よって得られる利益に対しては否定的に捉える姿勢を植

え付けることのないよう留意すべき。 

「地域づくり」のため

の教育は、「開発その

ものについての教育」

も含まれていると考

えています。 

世界の山，我が国の山を守りそして育てるには，小学校

からの学校教育において，我が国を代表するスギ，ヒノ

キを始めとする木材に触れ，慣れ，親しむ教育の展開と

充実が必要 

「体験活動」に含まれ

ているものと考えて

います。 

「環境、経済、社会の側面」にも優って文化と価値の重

要性を指摘するべき 

「環境、経済、社会」

については、世界的に

も基本となる側面と

して掲げられている

ものであり、案のまま
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とします。なお、文化

については「社会」に

含まれており、また、

価値観の重要性につ

いても、３（４）で言

及しています。 

ＥＳＤの専門家や指導者（コーディネーター）を育成、

配備することをしないと、現在の専門家や指導者でＥＳ

Ｄを進めろというのは困難であることを明確にしてほし

い。社会教育や地域活動のどういう活動で実施していく

かの基本的指針を示してほしい。 

まずは、各分野の専門

家がＥＳＤについて

理解し、指導的な立場

になることが望まし

いと考えています。な

お、新たにＥＳＤを専

門とする人材につい

ても必要と考えてお

り、今後の課題と考え

ています。 

「環境教育、国際理解、消費者教育、キャリア教育、食

育等を実施している指導者」に環境保全活動を実施して

いる指導者も対象とすべき 

広い意味で、環境教育

を実施している指導

者に含まれると考え

ています。 

「環境教育、国際理解、消費者教育、キャリア教育、食

育等を実施している指導者」に人権教育、識字教育を加

える 

ご意見を踏まえ、「人

権教育」、「識字教育」

を加筆しました。 

高等学校に情報が新設されたのと同様に「環境について

中心的に扱う教科の新設を検討する」の文言を入れてほ

しい 

この実施計画は、環境

のみの実施計画では

ないため、範囲を超え

ていると考えていま

す。 

「各教科や総合的な学習の時間等において取り扱われて

おり」を「取り扱うよう努力してきており」と現実に整

合させる 

実際に、ＥＳＤに関す

る課題については、学

習指導要領に、位置づ

けられ、学校教育にお

いて取り扱われてい

ます。 
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（４）学び方・教え方、育みたい力 

  

ご 意 見 考え方 

「体験、体感を重視して、」のところに、ものづくり体験

を加えて欲しい （同趣旨 ２） 

ここでは、体験の種類

については、言及して

おらず、案のままとし

ます。 

環境への負荷やリスクについての教育を展開していくこ

と。人間の活動や科学技術の適用によって得られる利益

に対して肯定的であると同時に、理性的に評価できる能

力の育成が重要 

環境を始め各課題に

関する具体的な内容

ではなく、ここでは、

学び方・教え方、育み

たい力について記述

することとしていま

す。 

「はぐくみたい力」のところに、下線部を追加。「コミュ

ニケーション能力の向上を図った上で，課題に対する科

学的・技術的な倫理観や評価できる態度の育成を重視す

ることが大切です」 （同趣旨 ３） 

「…コミュニケーシ

ョン能力の向上」につ

いては、ご意見の下線

部の前提となるもの

ではく、ここでは案の

ままとします。 

就職した人々についても持続可能な開発に関する実践的

な研修の機会を持つことが重要 

学校のみならず、事業

者においても、取り組

むことが重要と考え

ており、そのような場

にも言及しています。 

「ＯＪＴ」のみが強調されていますが、これまで、参加

型の環境教育等の場面で多く用いられてきたＫＪ法等の

学習形態や手法について明記することも（ＯＪＴを例示

するのなら）重要。以下のように修正。「その際、参加型

アプローチの中で、これまで数多く用いられてきたKJ法

やブレーン・ストーミングなどの参加体験型の学習方法

や合意形成の手法を活用することも重要です。」 

ご意見を踏まえ、加筆

修正しました。 

下線部追加。「高校や大学等の中等教育、高等教育におい

ては、ボランティア活動やインターンシップ等の機会を

通じて、」 

実施計画の内容に、ボ

ランティア活動、イン

ターシップ等も含む
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ものと考えています。 

批判というのはマイナスなイメージがあり、「関係者間の

意見を受け止め」と 修正するべき 

「批判」については、

critical thinkingの

和訳であり、「代替案

の思考力」として記述

しています。 

ＥＳＤは環境教育などとどこが違うのかがわかりにくい

ので、これまでの教育の取り組みとは違う点、ＥＳＤ的

なところをもっと明確に記述してほしい。 

これまでの教育の発

展した形である点に

ついて実施計画の中

で述べています。 

以下のように修正「人間の多様性の尊重、非排他性、機

会均等、環境の尊重といった持続可能な開発に関する価

値観、そして市民としての責任感と技能を培うことも重

要です」 

ご意見を踏まえ加筆

修正しました。 

 

 

 

（５）多様な主体の連携 

 

ご 意 見 考え方 

コーディネーターが活躍できるかどうかに１０年の成果

がかかっている。コーディネーターが薄給に我慢してい

る例が多い。具体的に進める施策が打ち出されていない。

すでに各地で設置されているコーディネーターをめぐっ

ては、その制度的基盤、給与など労働条件面などで課題

が指摘されている。コーディネート、連携、プロデュー

スなどの役割をする人や団体が必要だと論じながら、そ

れを具体的に進める施策が打ち出されていない市民団体

などの力を尊重しつつ、これらの充実を図るべき。それ

を実現できる仕組み、それに要する人材や組織の育成と

その維持・運営に必要な経済的、社会的な立場の保証も

明記してほしい（同趣旨 ４） 

コーディネーターや

プロデューサーを職

業とする専門的な者

については、今後、活

躍の場の確保等が課

題であると認識して

いますが、地域には、

ボランティアセンタ

ー、社会福祉協議会、

ＮＰＯセンター、社会

教育施設等の官民の

拠点施設があり、現時

点でも、それらの施設

が、コーディネータ

ー、プロデューサーの

役割を担うこともで
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きると考えています。 

「コーディネート能力」を明記するのであれば、推進法

の基本的な方針にも併記されている「ファッシリテート

能力」も必要。以下のように修正。「この際、異なる主体

間をつなぐコーディネート能力、活動の場で参加者の自

発的な行動を上手に引き出すファシリテート能力、多様

な」「教員がコーディネート能力やファシリテート能力

を」 

ご意見を踏まえ３

（４）に加筆修正しま

した。 

教育委員会がそのＥＳＤコーディネーターを地域で認定

すること。 教育の質を落とさず「つなぐ」ことに特化し

た存在を、教育委員会が認定し、活動のお墨付きを与え

ることが必要。 

各地域において、ご意

見のような取組を行

っている自治体もあ

ると認識しています

が、それを全国的に導

入することについて

は、現時点では考えて

いません。 

こどもエコクラブなどのうちから、何個か選定し「関係

府省が緊密に連携して」、コーディネーターやプロデュー

サーの育成を行うことに重点的に取組むべき 

今後の検討課題とし

て認識しています。 

 

 

 

（６）評価 

 

ご 意 見 考え方 

「実施する主体は、企画し・・・」を「実施する主体は、

その大小に関わらず、各段階において、企画し・・・」

と修正。 

現時点でも大小に関

わらずと考えており、

案のままとします。 
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４．ＥＳＤの推進方策 

 

ご 意 見 考え方 

「持続可能な開発のための教育」の前提として「持続可

能な開発」に力点をおくべきである。 

ご意見のような「持続

可能な開発」の取組

は、各行政課題の中で

推進されていると考

えていますが、この実

施計画は、「持続可能

な開発のための教育」

の実施計画であり、こ

の中で記述するには

範囲を超えていると

考えています。 

別表の取組内容が偏っていて、質量共に不十分。ほとん

どが既存の取組をただ上げただけにしか見えない。各府

省はもっと明記すべき。地方の出先は理解できていない

点もある。 

実施計画の項目に合

致するものについて

位置づけています。 

 

 

 

（１）初期段階における重点的取組事項 

 

ご 意 見 考え方 

（イ）～（ハ）の別表の施策は自然環境に関わる事項で

あり、ＥＳＤの基本概念である「社会開発」等の人権、

平和、福祉、難民問題等に関わる事項を含めること。 

優先的に取り組むと

された環境保全に係

る施策が多くなって

いますが、社会的観点

に関する施策につい

ても位置づけていま

す。 

 

 

（イ）普及啓発 

 

ご 意 見 考え方 
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ＥＳＤのロゴをデザイナーから一般公募することをやる ＥＳＤのマークにつ

いては、国際レベルで

はグリーンリボンと

して既に位置づけら

れています。 

ＥＳＤを普及啓発するためには、まずＥＳＤを「国連持

続可能な開発のための教育の１０年」ではなく、簡単な

わかりやすい日本語にすることが必要。 

わかりやすい伝え方

については、今後の検

討課題と考えていま

す。 

「ＥＳＤ」や「ＵＮＤＥＳＤ」のキーワードを各界各層

に投げかける取り組みを政府等に強く期待する。 

今後、わかりやすい普

及啓発手法を検討し

ます。 

様々な活動をＥＳＤの視点で捉え直すこと、ＥＳＤの視

点で評価しなおすことから始める。「あなたのやってきた

ことこそＥＳＤです」と言われることによりＥＳＤと自

分の活動が結びつく 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）に新たに

項目を設けて記述し

ました。 

日本社会に大きな影響力がある経済界（企業・業界団体）

の意識改革こそ推進の鍵であると考えます。普及啓発は、

初期段階から経済界でも積極的に取り組む必要があり、

それを明記することが望まし 

経済界を含め、あらゆ

る主体の意識改革が

重要と考えています。 

「ＥＳＤ研究推進法の制定」を項目として入れる。日本

には、人権教育・啓発推進法や環境教育推進法はあるが、

ＥＳＤにきちんと対応する法律はない。 

政府として、現時点で

は法律の制定の予定

はありません。 

全く新しい取組ではないと思われるが、次世代に引き継

ぐためなどの想いが必要。「ＥＳＤは全く新しい取組では 

ないが、既存の教育のすべてが取組む必要があります。」 

あらゆる教育の場で

取り組むことを目標

としています。 

チームマイナス6％でみせたくらいの協力な広報、マスメ

ディアに最大限の貢献もいただいて普及啓発を進めてほ

しい 

今後、可能な手法を活

用して可能な限りの

普及啓発に努めます。 

アジア環境フィルム・アワードを設立する 映像は、有効な手段で

あると考えており、４

（３）（ヘ）のマスメ

ディアの項目に加筆

しました。 
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（ロ）概念整理、地域での実践 

 

ご 意 見 考え方 

概念整理をやるといっていて、実施計画案は、環境教育

を中心に推し進めることとなっており、本末転倒。「全く

新しい取組」ではない「既存の教育」であるところの環

境教育の「延長線上」に、ESDはそのポジションを占める

ことになるか？それならば、敢えて「概念整理」する必

要もない。その証左として、「計画案」別表の「概念整理」

に該当すべき「施策内容」は全く存在しない。 

また、概念整理のアウトプットは何か。 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

（概念整理について）ＥＳＤに包含される事例を具体的

に幾つか挙げること。 

地域に立脚した取組

を推進する中で今後、

ＥＳＤの事例につい

ても収集していきま

す。 

地域において、ＥＳＤという教育実践とＥＳＤ関連施策

とのリンケージさせるプラットフォーム、ＥＳＤに取り

組む主体を支援するＥＳＤ中間支援組織なとのＥＳＤ中

間支援組織などのＥＳＤシステムを構築する必要有り。 

（同趣旨 ２） 

ご意見については、必

要な事項と考えてお

り、今後、具体的に推

進することとしてい

ます。 

まちづくりを通してＥＳＤを推進することを述べるべ

き。ＥＳＤの大きな課題は、どのようにすれば地球規模

の問題を一人ひとりが自分の課題と感じ、無力感に陥る

ことないようにすること。特性に応じただけでは具体性

に欠け、取り組む意欲につながりにくい。たとえば、み

だしを「まちづくりなど地域等の特性に応じた実施」と

するなど、まちづくりという言葉を盛り込むことによっ

て、ＥＳＤは一気に具体性を帯びてくる。ＥＳＤとは、

今の段階で言えば、まちづくり・職場づくりをＥＳＤ魂

を持って進めることに他ならない。つまり、自分たちの

課題を解決するに当たって、地球規模の諸問題の解決と

合致する方向や答えを探るということである。 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）を新たに

設け、また、３（１）

に加筆修正しました。 

地域教育力（コミュニテイ）の再生は、核となるコーデ

ィネーター、プロデユーサーの養成が急務です。最初に

取り組むべき課題として明記、位置付けてください。 

ご意見の内容につい

ては、４（２）（ハ）

においてさらに充実
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して書いています。 

従来の地域活動への支援策の羅列ではなく、ＥＳＤらし

い多様な活動を統合したＥＳＤモデル地域に対する支援

事業を、別途に確立する必要がある 

ＥＳＤについては、一

つの事業で完結する

ものではなく、各分野

の施策を地域レベル

で活用し、地域づくり

という観点でつなげ

ていく取組が重要と

考えています。 

活動の担い手は、まだ脆弱な活動基盤しか持たないこと

が多く、特に最低限の資金確保に多くの労力を費やして

いる。今後投資されるであろう予算については、地域の

実情等にくわしいNGO・NPOがある程度に裁量権を持ちな

がら、その経験を活かして効果の高い取組ができるよう

な柔軟なしくみのもとに運用されるべき 

ＮＰＯも主要な主体

の一つと考えていま

す。具体的な予算配分

等については、個別の

事業の判断と考えて

います。 

冒険遊び場、自然体験遊び場、乳幼児のための遊び場事

業を入れて欲しい。またこの遊び場づくりは 福祉、教

育、環境教育、子育て支援、地域のネットワークづくり

等多面的な問題を解決する力を含んでいるため、“人づく

り”“地域づくり”“多様な主体の連携”などの拠点とな

りうるもの。 

ご意見を踏まえ、４

（３）（ハ）に加筆修

正しました。 

大人の学習による地域のエンパワーメントと｢生きる力」

をはぐくむための子どもたちの学習を「地域づくり」「人

づくり」という同一地平でとらえて、これをすすめる必

要がある。 

ご意見を踏まえ、２

（３）（ハ）、３（１）

に加筆修正しました。 

現在様々な省庁で取り組まれている事業をＥＳＤという

視点でつなぎ、各主体が具体的に取り組むことができる

ような具体的な提示が必要。地域社会の人々が具体的に

どのように連携すればよいのか、ケーススタディ・モデ

ルの提示が必要。 

具体的なモデルの提

示は、今後の課題と考

えています。 

誰が（どこが）イニシアティブをとり、地域社会への普

及をすすめるのか、明確に提示することが重要。一般国

民の関心を得るにはハードルが高すぎる。 

イニシアティブをと

る主体は地域ごとに

異なると考えており、

地域特性に応じた取

組が望まれます。 

トップダウンとボトムアップ、両方のしかけで、地域社 今後の施策の運用に
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会を揺り動かしていくことが大切 おいて参考にさせて

いただきます。 

【別表】「子どもの居場所事業」は、各地で高い評価を得

ている。これを位置づけ、さらに継続発展させること。 

本事業は本来地域独

自の取組として行わ

れるべき、地域におけ

る大人と子どもとの

交流活動等の、きっか

けを作ることを目的

として実施しており、 

ＥＳＤを目的とした

ものではありません。 

【別表】自然観察の森事業（担当府省：環境省）を含め

ること 

環境省では、当該施策

を実施していません。 

各省庁で掲載している子ども向けの事業を組み入れたほ

うがいい（例えば、農水省／林野庁の「緑の少年団」、「森

の子くらぶ活動プロジェクト」等） 

ご意見を踏まえ、「緑

の少年団」を別表に追

加しました。「森の子

くらぶ活動プロジェ

クト」については、別

表（１）（ロ）にある

文部科学省、環境省、

農林水産省、国土交通

省連携の「省庁連携子

ども体験型環境学習

推進事業」に関連して

位置付けられていま

す。 

 

 

（ハ）高等教育機関における取組 

 

ご 意 見 考え方 

教員養成課程を中心として、大学の学部学生にＥＳＤに

関する学習を推奨する方策を求める（ＥＳＤに関わる教

育課程の設計や実践的検討、あるいはこれに関わる研究

費及び教員ポストの加増など） 

４（１）（ハ）に高等

教育機関における取

組について記述して

います。 

これでは大学教育に対するＥＳＤの位置付けがまったく 大学における教育内
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不十分。ＥＳＤは、中央教育審議会の『我が国の高等教

育の将来像』における「２１世紀型市民」育成の中核部

分になるもの。この観点から、２行目に、「大学等の高等

機関が教養教育・専門教育を問わずＥＳＤを教育に織り

込んでいく取組を支援します。」を追加。 

容は、各大学の自主的

な判断に基づき定め

られるものですが、大

学等の高等教育機関

においてＥＳＤに関

連した教育が行われ

ることは重要である

と考えています。 

文末に以下を追加。「これらの取り組みにあたっては、イ

ンターネット放送など最新のＩＴ技術を活用することや

他方で、国内外の現場での体験を通じて学習や研究をし、

単位を得られるような仕組みを取り入れることも効果的

です。」アジア太平洋環境開発フォーラム ＡＰＦＥＤの

提言にあるため。 

ご意見を踏まえ加筆

修正しました。 

各大学にＥＳＤ研究センターやそれに準じる、ＥＳＤの

総合的な教育・研究の場を設置するよう求めることが望

ましい。各大学では、それぞれの大学の特性に応じてこ

のセンターを設置する。 

ＥＳＤに特化した研

究センターの設置に

ついては、各大学の判

断によるところと考

えていますが、既存の

学科や研究センター

等においてもＥＳＤ

は取り扱えるものと

考えています。 

専門家の育成か一般人としての深い理解を育てるためか

を明確にする。その内容は、特に、人権・平和・ジェン

ダーの視点を盛り込んだものとする。 

両者の視点が必要と

考えています。 

高等教育機関という肩書きだけで任せるのではなく、Ｎ

ＧＯ、ＮＰＯは、経験やノウハウ、人材など高等教育機

関よりもかなり進んでおり、ＮＧＯ、ＮＰＯの人材が有

効に活かされるよう優遇してほしい 

適切な役割分担のも

と、ＮＰＯ、高等教育

機関等が連携するこ

とが重要と考えてい

ます。 

e-learningを魅力的にし、従来より効果的なものとして

推進していく必要がある。大学や研究機関がパートナー

シップを形成し、協働でコンテンツ開発するようにする

ことが効果的。英語でも作成すること。特にアジア向け

の教材開発が重要。 

ご意見を踏まえ、ＩＣ

Ｔ技術の活用につい

て加筆修正しました。 
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（２）国内における具体的な推進方策 

 

（イ）ビジョン構築、意見交換 

 

ご 意 見 考え方 

円卓会議は、政府とＮＧＯがＥＳＤの基本方針について

ゼロベースから協議し、合意形成へ至ることを求める。 

下から２行目；「社会の姿を検討し、」を「社会の姿を国

民の衆知も集めながら検討し、」に変更。検討段階から国

民の意見を聴くことが重要。 

この実施計画につい

ては、１月１７日に円

卓会議を開催し、意見

を聴いて定めていま

す。「国民の衆知も集

めながら」という点に

ついては、修正しまし

た。 

２０５０年、温暖化、人口減少社会、長期的趨勢の中で、

①どんな社会を目指すのか、②どんな市民が求められる

のか、国民の目に見える具体的なイメージが運動推進の

カギです。早急に示すことを明記してください。 

持続可能な社会とはどのような社会かを判りやすく示

す。また、その持続可能な社会をつくる戦略をつくる。（同

趣旨 ２） 

持続可能な社会の姿

については、本文にあ

るとおり、今後、検討

することとなってい

ます。 

「持続可能な開発」の視点が明記している各種計画の名

称が羅列されているが、本来、ここでは ESDを推進して

いくためのビジョンや戦略を書くべき 

この実施計画が、ＥＳ

Ｄの推進のための戦

略とも言うべきもの

と考えています。 

「環境基本計画、食料・農業・農村基本計画、エネルギ

ー基本計画、社会資本整備重点計画、消費者基本計画」

に森林・林業基本計画を記すべき。 

ご意見を踏まえ、「森

林・林業基本計画」を

追加しました。 

円卓会議の「随時開催」ではなく「定期開催」を要望す

る。 

円卓会議の開催頻度

等については、今後検

討していきます。 

ビジョンや戦略性を構築する作業に、行政や関係者だけ

でなく、広く国民の参画を募り、巻き込むと、DESD実施

にかかるオーナーシップの育成につながる。 

ご意見の内容につい

ては、４（２）（ロ）

に記述しています。 



 36 

【別表】円卓会議での議論を施策にいかす具体的手順を

含める 

別表に掲げている施

策の推進の中で、円卓

会議の議論をいかし

たり、今後新たに施策

を策定する際にいか

すこととなると考え

ています。 

 

 

（ロ）協議による政策決定、関係者の主体性の促進 

 

ご 意 見 考え方 

政府の政策決定、関係者の主体性の促進での市民参加プ

ロセスを明示するとともに、この過程を地方政府へ標準

ガイドライン的に示していただきたい。 

市民参加プロセスに

ついては、すでに記述

しています。地方公共

団体に対しては、各行

政分野ごとに、その手

法等について、法的に

定めていたり、情報提

供の形で示したりし

ています。 

 

 

（ハ）パートナーシップとネットワークの構築・運営 

 

ご 意 見 考え方 

地域におけるコーディネーター、プロデューサー役を推

進するための組織が継続的に成り立っていくように、必

要な対価が支払われるようにすることが必要 （同趣旨 

３） 

ご意見を踏まえ、人材

に対して必要な謝金

等が支払われること

については、４（２）

（ニ）に加筆していま

す。 

パートナーシップを促進するために設置される組織が有

益に活用される仕組みが見受けられません。各事業（事

業実施主体）とこの組織が有益に連携できる仕組み（予

算措置された事業） が必要 

各地域の特性に応じ

て活用される仕組み

づくりが行われるも

のと考えています。活
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用されるために必要

な基本的事項等につ

いては、今後、政府と

しても示していきた

いと考えています。 

ＥＳＤのコーディネーター、プロデューサー育成につい

ては、省庁やＮＧＯ、大学などが連携したコーディネー

ター育成システムも必要。 

今後の検討課題とさ

せていただきます。 

地域と学校双方におけるコーディネーターの配置など、

両者の連携を現代的な方法で回復することが求められて

いる。 

来年度から、環境省の

ＥＳＤモデル事業に

おいて、ご意見にある

ようなことを実施し

ていくこととしてい

ます。 

コーディネーターの担い手はＮＰＯや行政とのパートナ

ーシップ組織が望ましい。 

各地域の特性に応じ

て、組織は異なってく

ると考えていますが、

ご意見のようなＮＰ

Ｏと行政のパートナ

ーシップの組織につ

いても、有効な組織と

考えています。 

 

 

（ニ）能力開発、人材育成 

 

ご 意 見 考え方 

社会的弱者に対応したESD指導者育成の推進 ＥＳＤの指導者は、社

会的弱者にも配慮で

きることが適当と考

えますが、ここでは、

具体的な分野につい

てまで言及していま

せん。 

全教員がＥＳＤを理解できるよう、研修の対象を主導主

事に限定せず、初任者研修はじめその他すべての研修に

現在も、初任者研修を

はじめ、環境に関する
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入れていくことが必要。 研修を行っています。 

世界共通のカリキュラムとし、どこの国でもＥＳＤのス

タッフとして活動できる仕組みを作ってください。リー

ダー活用の「場」を確実なものにしてください。 

今度の課題とさせて

いただきます。 

教師に対する研修内容および学校における年齢に応じた

ＥＳＤの理解を深めるための指導計画作成は、民間の専

門機関やＮＧＯが中心になって行う。 

民間の専門機関やＮ

ＧＯが中心になるこ

ともあると考えます

が、ケースバイケース

だと考えています。 

あらゆる分野や、地域でリーダーシップのとれる人材を

育てることが ESDの今後の展開を有効な物にするための

基本。ＥＳＤの基本理念の中に是非人材の育成を推進す

ることを明記してほしい 

重要な点であり、既に

記述していると考え

ています。 

「ＥＳＤに関する内容を取り上げるよう努めます。」 →

「よう努めます。」は弱いので削除すべき。プログラムの

作成やファシリテートの技術習得の取組を早急に行うべ

き。 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

学校現場の厳しさをもっと真摯にうけとめ、ＥＳＤが入

ることで先生が過負担にならないように十分な配慮をし

てほしい。ＥＳＤの導入とセットで学校の現状の改革、

先生がもっと無理なくやれる仕組み、人材の配置を考慮

してほしい。予算的にもしっかりと配分してほしい。Ｅ

ＳＤを学校内で全体調整する専門の指導主事を置いてほ

しい。 

ご意見を踏まえ、４

（３）（ロ）に加筆修

正しました。予算につ

いては、今後の検討課

題と考えています。 

教師は外部の専門家に講師を依頼したいが、予算がない

ため依頼できないのが現状です。学校現場で教えるＥＳ

Ｄの専門家の予算を確保すること、そして教員が専門家

と連携して授業を行える仕組みを作ることが必要。 

新たな予算確保が難

しい場合には、既存の

予算の有効活用を考

えていくべきものと

考えています。 

 

 

（ホ）調査研究、プログラム開発 

 

ご 意 見 考え方 
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社会的弱者の状況に応じたプログラムの開発に関する調

査研究 

ここでは、プログラム

の具体的内容までは

言及しません。 

プログラム開発において、エネルギーの視点を考慮した

環境教育であること、を十分に考慮されたい 

ここでは、プログラム

の具体的内容までは

言及しません。 

【別表２３ページ、２７ページ、２８ページ】「社会科、

理科、家庭科など」→「社会科、理科、技術・家庭科」

に変更 （同趣旨 ８） 

ご意見を踏まえ、「環

境教育推進のための

プログラム開発」につ

いて、修正していま

す。 

【別表】文科省の実施している「人権教育に関する調査

研究事業」もこの中に 含むべき 

ご意見を踏まえ、別表

に加筆しました。 

実践現場に大学教員がもっと積極的に参加できるような

プログラムを推進して欲しい。 

大学教員のような専

門家については、学校

現場や地域活動での

活躍が期待されてい

るところであり、４

（１）（ハ）において、

地域への協力につい

て記述しています。 

調査研究、プログラム開発に関しては、大学等の研究機

関に限らず、力のある民間企業等も仕事ができるように

配慮してほしい。教育産業として成り立つようにしてほ

しい 

民間企業もプログラ

ム作成において、主要

な役割を担うと考え

ており、４（３）（ホ）

に加筆しています。 

 

 

（ヘ）情報通信技術の活用 

 

ご 意 見 考え方 

IT技術をICT技術に変更 （同趣旨 ２） ご意見を踏まえ、修正

しました。 

情報閲覧ではなくネットワークとしてのＩＴの活用を盛

り込む（予算措置する）必要がある。 

ご意見の内容につい

ても、記述していると

考えています。 
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ＩＴの活用に関しては、発信に際しての注意とともに、

真偽を見極めるための受け手のＩＴリテラシー教育が必

要 

重要な点ですが、今回

の実施計画の範囲を

超えていると考えて

います。 

 

 

（３）各主体に期待される取組 

 

ご 意 見 考え方 

講師や指導者にしっかりと報酬が支払われる仕組みが必

要。これは環境教育推進法基本方針にも「専門家の活動

の資金が十分確保される必要がある」として書かれてお

り、今回の実施計画にも当然必要な視点。 

ご意見を踏まえ、４

（２）（ニ）に加筆し

ています。 

環境だけでなく、人権や平和などを位置づける。この項

であがっている取組は、いずれも環境に偏っている。Ｅ

ＳＤは国内実施計画案の冒頭にもあるように、さまざま

な課題を含んでいるのであるから、それをバランスよく

盛り込む必要がある。 

（３）（ロ）において、

人権について触れら

れており、修正の必要

はないものを考えま

す。 

冒頭文を以下のように修正。「ＥＳＤは、多様な主体が、

それぞれの立場で取り組むことが重要です。ＥＳＤが重

視している人権・平和・南北問題・環境などさまざまな

課題を幅広く取り上げつつ、具体的学習・教育活動とし

て総合していく必要があります。そのような観点に立っ

て各主体は以下のような取り組みや役割が期待されま

す。政府は、これらを応援し、促進するよう施策を実施

します。 

ご意見については、２

（３）（ロ）等で記述

しています。 

持続可能な開発を阻害する現在の日本社会の状況を国民

に示すこと 

ご意見については、各

事業の中で必要に応

じて、示していくべき

ものと考えています。 

「子ども」の参画という視点が弱い。子どものエンパワ

ーは、ＥＳＤにおいてもっとも重要な目標の一つではな

いか。よって、ＥＳＤ推進方策（３）各主体に期待され

る取組では、主体として、「子ども」あるいは「児童・生

徒」、「若者」といった項目をたてるべきであり、子ども

が主体的にＥＳＤに参加できる仕組みづくりも書き込む

ご意見を踏まえ、３

（１）を修正しまし

た。 
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べき 

（チ）女性センターを加えること。また、この項全体に、

ＧＡＤの視点、意思決定の場への女性参画が欠如してい

ることは問題 

ご意見を踏まえ、（チ）

の中に、女性センター

等を加えました。 

「（イ）国民、家庭」とともに食育に取り組むことが期待

されている「（ロ）学校」や「（ハ）地域コミュニティ」

｢(ニ)ＮＰＯ」「(ホ)事業者、業界団体」などには食育の

記述が一切ない。いまのままでは、学校の栄養士を中心

にした地場産給食の運動や、学校の総合的な学習の時間

での食育活動、企業の食育への取組などが、きちんと位

置づかなくなるのではないかと心配 

学校においては、農山

漁村における体験活

動等が食育の中の活

動と考えています。事

業者については、農林

漁業関係者に期待す

ることして、特に記述

するため、「（ヘ）農林

漁業者、関係団体」を

加筆しました。 

「各主体が連携して取り組むべき教育」というような一

項目が用意され、そこに食育等の各主体が連携して取り

組まれるべき教育が盛られることになるのか 

食育のみならず、環境

や福祉の取組も各主

体が連携すべき教育

と考えています。 

スポーツ界による積極的な関与を求め、主体としての明

記を要望（愛知万博では、スポーツと環境の共同宣言を

行っている） 

・ スポーツ界をＥＳＤ推進主体として明記 

・ 文部科学省が進める総合型地域スポーツクラブ

構想においては、基本概要の中でＥＳＤの実践を

明記 

学校の体育・スポーツの時間でも、ＥＳＤの内容を盛り

込むことが望ましい。スポーツ基本計画にもＥＳＤを反

映させていくことが求められ 

ご意見を踏まえ、４

（３）（ハ）にスポー

ツクラブについて加

筆しました。 

 

 

（イ）国民、家庭 

 

ご 意 見 考え方 

「国民、家庭」→「市民（または住民）、家庭」にすべき。

外国籍住民が暮らしている。 

ご意見を踏まえ「個

人、過程」と修正しま

した。 
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フェアトレードは持続可能性、公平性といった企業のト

リプルボトムラインを満たすサービスの一つであり、グ

リーン購入の上位概念にあたるもの ESDにふさわしいテ

ーマであると言えるため、もう少し強調して取り扱うべ

き。 

ご意見を踏まえ、加筆

しました。 

・また、住居の改築、新築の機会には、環境性能の向上

や周囲の自然環境との調和に努めること。 

ご意見を踏まえ加筆

しました。 

食育について“食生活改善推進活動とエコ・クッキング

を合体させよう” 

食育等各分野の内容

までは、ここでは記述

しません。 

・各家庭において同和問題・アイヌ民族・外国人・障害

者・女性など国内にある人権課題について事実に基づい

て話し合い、互いの考えを深め合うこと 

人を大切にする心に

ついて加筆しました。 

チーム・マイナス６％については、何も触れられていま

せんが、どう収拾をつけるのでしょうか 

別表の「地球温暖化防

止大規模「国民運動」

推進事業」がチーム・

マイナス６％に該当

します。 

特に将来を担う子どもへの市民参加を謳ってほしい。自

立、生きる力を社会参加を通して学習できる。 

ご意見を踏まえ、３

（１）に加筆しまし

た。 

【別表】「日本の森を育てる木づかい推進緊急総合対策事

業」が掲載されているのであれば、同様に「地域活動支

援による緑づくり推進事業」も掲載すべき。同様に「地

域活動支援による緑づくり推進事業」も掲載すべき。 

該当事業は国民、家庭

も対象に含まれます

が、特に別表（１）（ロ）

へ記載しました。 

 

 

（ロ）学校 

 

ご 意 見 考え方 

「総合的な学習の時間、各教科、特別活動、道徳の時間」

のみならず、学校評議会の活用、地域との連携のあり方

など学校経営の中でどのようにＥＳＤに向けた教育環境

を醸成していくのか、その具体的な考え方や方向性を示

す必要がある 

ご意見を踏まえ修正

しました。 
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学習指導要領にＥＳＤの考えを盛り込むこと（指導要領

は、最低基準なので、ここに位置づけることが必要）。（同

趣旨 ９） 

ご意見を踏まえ４

（２）（ホ）を加筆し

ました。 

持続可能な開発のための教育指導資料の刊行について明

記してほしい（同趣旨 ４） 

ご意見を踏まえ４

（２）（ホ）を加筆し

ました。 

教育改革の重点行動計画の中にＥＳＤを位置づけること

について明記すること（同趣旨 ３） 

教育改革のための重

点行動計画は、文部科

学大臣のイニシアテ

ィブにより平成 18年

１月 17日に取りまと

められたものであり、

すでに発表済みです。 

「小中高校」は「小中高等学校」。「各教科や総合的な学

習の時間等」は「各教科・科目や総合的な学習の時間、

特別教育活動等」と変更。 

ご意見を踏まえ、小中

高等学校に修正しま

した。また、ＥＳＤへ

の取組みは学校の教

育活動全体を通じて

進めることとしてい

ます。  

幼稚園の子に開発途上国の問題とか、人権問題とかを話

すのには無理がある。 

幼稚園においては、人

権等の知識に限らず、

体験活動を中心とし

た取組は実施可能で

あり、そのような意味

で「発達段階に応じ

て」と記述していま

す。 

「自然体験、農山漁村などにおける体験活動、職業体験

その他多様な体験活動を促進すること。」に「ＮＧＯと共

に」を明記する。 

ＮＧＯとの連携につ

いては、他の項目で記

述しています。 

「自然体験、農山漁村などにおける体験活動、職業体験

その他多様な体験活動」に「ものづくり体験」又は「も

のづくり学習」を入れて欲しい 

ものづくり体験まで

入れると、植物の栽培

体験、食の料理体験等

様々出てくるため、そ

の他体験活動の中に
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含むこととしたい。 

「自然体験、農山漁村などにおける体験活動、職業体験

その他多様な体験活動」に、「計画的な製作・生物育成活

動」を入れてほしい 

その他体験活動の中

に含むこととしたい。 

ＥＳＤは総合的な学習の時間そのもの。総合学習の時間

が教員の負担とならないよう、学校にＥＳＤコーディネ

ーターを置き、市民団体と教育機関のつなぐ役、マッチ

ング、授業とのつながりを考え、適したプログラムを先

生達に紹介することを担うべき 

ご意見を踏まえ加筆

修正しています。 

教員は、教育指導や生活指導に追われており、さらなる

負担を求めるのは現実でない。新たな教員免許を設けて

社会で活躍する人材を学校現場に登用することが賢明。

ブレア政権のように教育予算の増額が必要となるが。 

ご意見を踏まえ加筆

修正しています。教員

免許状については、学

習指導要領に基づく

ものであり、その改訂

に留意していきます。 

以下を追加。 

「・国際理解教育を行う際に、ＥＳＤの視点からもアプ

ローチすること。」 

ここでは、個別の課題

までは列挙していま

せん。 

以下を追加。 

「・学校をあげて、世代間の公平、地域間の公平、男女

間の公平、社会的寛容、貧困削減、環境の保全と回復、

天然資源の保全、構成で平和な社会、保健衛生、基礎教

育、人権、難民などＥＳＤ１０年で掲げられた課題に取

り組むことを大切にする。」 

ここでは、個別の課題

は列挙せず、学校にお

いて取り組む手法に

ついて記述していま

す。 

技術者倫理教育について明示すべき ここでは、個別の課題

は列挙せず、学校にお

いて取り組む手法に

ついて記述していま

す。 

学習指導要領に盛り込むのであれば、現場教員に対する

研修制度の充実は不可欠になります。また福祉科の免許

と同様の免許制度の導入も視野に入れた検討もあっても

いい。一般社会での推進団体や民間教育関係者にもそう

した場を解放する、あるいは相互の人材交流を行ってい

教員研修については、

４（３）（ト）に記述

しています。その他の

点については、今後の

検討課題と考えてい
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ってもいいのではない ます。教員免許状の科

目については、学習指

導要領によるもので

す。よって、その改訂

に留意していきます。 

「道徳」の時間のように「地球市民」として必要な行動

原理・教養として重要なＥＳＤを、独立した科目として

学校教育の１つの柱にして欲しい。 

ＥＳＤは、独立した科

目ではなく、各教科、

総合的な学習の時間

等の中で取り組むべ

きものと考えていま

す。 

総合的な学習の時間」「各教科」「特別活動」「道徳の時間」

といった各領域のみならず、学校経営の中で、どのよう

にＥＳＤに向けた環境教育が必要か、具体的 な考え方や

方向性を示す必要がある 

ご意見を踏まえ加筆

修正しています。 

日本ユネスコ国際委員会は、DESD国際実施計画への提言

として、ESDを基礎とした教育の質の向上を説き、必要に

応じて国レベルでの教科の再編成などの必要性があると

いうこととともに、「総合的な学習の時間」の取り組みを

紹介し、「今後この時間を活用して、日本の学校における

ESDが推進されることが期待される」と書いています。そ

れだけ学校における ESD推進の肝となる「総合的な学習

の時間」であるわけなので、そこに関わる具体的な事業

ももっと落とし込めばもっと内容が豊かになっていく 

総合的な学習の時間

に関する施策につい

ては、既に別表へ記載

しています。なお、予

算については、今後の

検討課題と考えてい

ます。 

 

総合的な学習の時間をより機能させるためには、学校内

の時間・適正な作業量の確保という面での仕組みづくり、

学校外との連携の仕組みづくりというのが、重要な要素 

仕組みについては、既

存の教育制度や教育

の組織体系を可能な

限り活用していくこ

とが適当と考えます

が、さらに、今後検討

すべき課題と考えて

います。 

授業をこれからは主要教科に力を入れるという方向なの

に、未だに環境学習とか体験学習を増やそうということ

なのか、それとも今ある中でより精度の高いものを展開

していきたいということなのか。 

本文に記述している

通り、体験学習を学力

向上にいかす等の取

組が可能と考えてい
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ます。 

連携に消極的な学校が大半です。聖域主義、縄張り意識、

管理責任を問われる等排他的な対応が見られます。協働

の理念を明記してください。 

各主体との連携につ

いては、記述していま

す。 

「整備された学校施設を教育に活用すること」は「整備

された学校施設を環境教育等に活用すること」と変更。 

環境教育のみならず

教育全体で活用して

いくべきものと考え

ています。 

大学等の高等教育機関においては、各大学の特性に応じ

持続可能な開発のための教育及び研究を行うこと。また、

ＥＳＤの優れた教材やカリキュラムの開発に努めるとと

もに、それらの成果を地域コミュニティ・社会とできう

る限り連携をはかり教育の場で活用すること 

ご意見を踏まえ加筆

しました。 

最後の大学の項目に、「大学等の高等教育機関において

は、」の後に以下を追加。「各大学間の連携も図りつつ、」 

ご意見を踏まえ加筆

しました。 

学校では、各教科においてＥＳＤを実施することが可能

であるため、各教科の活用をより明確にすべき。総合的

な学習の時間は、各教科をつなげるために活用する。コ

ンテンツの善し悪しにより、児童生徒の学習意欲の高低

につながる。 

ご意見を踏まえ冒頭

文を加筆修正しまし

た。 

「また、ＥＳＤの優れた教材やカリキュラムの開発」を

以下のように変更。「また、国内外の現場体験の充実、Ｅ

ＳＤの優れた教材やカリキュラムの開発、ＩＴ技術の活

用」 

ＩＴ技術の活用につ

いては、４（１）（ハ）

に記述しています。 

関係行政機関相互において、さらに話し合い、「総合的な

学習の時間」から絡められる事業を洗い出し、実施計画

に盛り込んでいただくことを強く望みます 

総合的な学習の時間

に関する施策につい

ては、既に別表へ記載

しています。なお、予

算については、今後の

検討課題と考えてい

ます。 
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総合的な学習の時間は「子どもたちに自ら学び自ら考え

る力や学び方やものの考え方などを身に付けさせ、より

よく問題を解決する資質や能力などを育むことをねらい

として（文部科学省 HPより）」設置されたものであり、

ESDを推進する枠組みとして非常に重要である。この点は

前述の日本ユネスコ国内委員会の提言でも指摘されてお

り、総合的な学習をより充実させる施策を、ESD施策の一

環として位置づける必要がある。（ユネスコ国内委員会） 

総合的な学習の時間

に関する施策につい

ては、既に別表へ記載

しています。なお、予

算については、今後の

検討課題と考えてい

ます。 

もう少しイメージしやすい記述にしてほしい。内容が自

然体験など、偏った例示しかされていないので、もっと

広範の例示にしてほしい 

自然体験のみならず、

職業体験等も記述し

ており、広範に例示し

ていると考えていま

す。 

小中高校や地域を縦横に結んで連携してＥＳＤすること

の大変さを十分に考え、財政的かつ人的な裏づけをどう

するか明記してほしい。 

財政・人的資源につい

ては、可能な限り既存

の枠組を活用してく

ことが重要と考えま

すが、さらなる効果的

なＥＳＤ推進のため、

今後の課題として認

識しています。 

「環境について中心的に扱う教科の新設を検討する」の

文言を入れほしい 

ＥＳＤは、環境のみが

課題ではなく、この実

施計画の範囲を超え

ていると考えていま

す。 

先生の異動等があっても継続できるよう、各学校と地域

とのコーディネーターをおくなどし、学校と外部との連

携強化するとともに、先生（特に校長や教頭）がコーデ

ィネーターと一緒になり、地域やＮＰＯとの接点を持つ

ことが必要 

地域との連携、コーデ

ィネーターの重要性

については、すでに記

述しており、今後具体

的に進めていくこと

が必要と考えていま

す。 

以下を追加。「・市民意識の醸成、および市民として活動

するための技能の習得を促進すること」 

ご意見を踏まえ、３

（４）に加筆していま

す。 
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簡易測定器を用いた大気汚染の地域汚染状況調査を入れ

る。 

水質の簡易測定につ

いては、別表に位置づ

けているところです。

大気については、今後

の検討課題とさせて

いただきます。 

【別表】Ｐ２９小学生向け副読本の配布・・・生活科を

追加してほしい 

本事業は、社会科、家

庭科、総合的な学習の

時間のための副読本

作成です。 

【別表】『総合』と名のつくものだけではなく、たとえば

「国際教育推進プラン」「キャリア教育実践プロジェク

ト」や、「道徳教育推進事業」「特別支援教育普及啓発事

業」といったところまで、ESDとの関係性を提示し、落と

し込んでも面白いのではないか。 

ご意見を踏まえ、「国

際教育推進プラン」に

ついて、別表へ追記し

ました。 

【別表】「豊かな体験活動推進事業」以外の、「環境教育

実践普及事業」～「海洋環境保全教室の開催」までの１

６項目がすべて自然体験学習、農山漁村体験学習、エネ

ルギー学習といった「狭義の環境教育」に特化 

ご意見を踏まえ、地域

づくりに資する施策

についても位置づけ

ています。 

【別表】学校林における取り組みを支援している「地域

活動支援による緑づくり推進事業」、「緑と水の森林基

金」、「森林づくり交付金」も掲載すべき 

それら事業は学校も

対象に含まれますが、

「地域活動支援によ

る緑づくり推進事業」

については別表１

（ロ）に、「緑と水の

森林基金」については

別表（１）（ニ）に、

「森林づくり交付金」

については別表（３）

（ヘ）に記載しまし

た。 

 

 

（ハ）地域コミュニティ 

 

ご 意 見 考え方 
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次の項目を加える。  

・さまざまな課題に取り組む際に、ＥＳＤ１０年で掲げ

られた課題の視点をもてるよう、学習や連携をすすめる。 

ご意見を踏まえ冒頭

文を修正しました。 

 

 

（ニ）ＮＰＯ 

 

ご 意 見 考え方 

ＮＰＯ活動にＥＳＤは取り入れられているのではないの

か。今行われているＮＰＯ活動にＥＳＤの視点を明確に

表す、などの表現を提案。 

ご意見を踏まえ、冒頭

文を加筆修正しまし

た。 

日本の NGOの活動も十分でないし、少なくとも NGOを育

てていくという観点が、経営的な点で育てていくという

観点がない 

事業活動への助成金

等について別表に掲

げています。 

ＮＰＯ、事業者、業界団体が財政的にも社会身分的にも

やれる後押しを示してほしい。 

財政的には、事業活動

への助成金が別表に

位置づけられていま

す。社会身分について

は、社会身分にかかわ

らず活用されるべき

と考えています。 

ＮＰＯ／ＮＧＯの財源として、またＥＳＤの普及告知を

かね「ＥＳＤ共同募金」を創設する 

現時点で検討の予定

はありません。 

【別表】緑の募金もＮＰＯのところに掲載すべき ご意見を踏まえ、別表

に追加しました。 

 

 

（ホ）事業者、業界団体 

 

ご 意 見 考え方 

冒頭文 

「私たちが直面している地球温暖化問題、廃棄物・リサイクル

問題、化学物質管理問題、南北問題、外国人労働者の人権、雇

用におけるさまざまな差別問題など、さまざまなＥＳＤ関連の

課題を克服し、持続可能な開発を実現していくためには、環

ご意見を踏まえ冒頭

文を修正しました。 
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境・人権と経済が統合的に向上する社会の構成に向けた取り組

みが必要です。……」 

既に、多くの企業が環境報告書等で数値目標を掲げ、毎年度強

化する方向になっているため、「持続可能な開発に合致した事

業活動」を「持続可能な開発に合致し、さらには、それを強化

する形や内容の事業活動」と変更。 

ご意見を踏まえ加筆

修正しました。 

事業者・業界団体が持続可能な社会をつくるために最初に取り

組むべきことは、公害防止であり、公害を引き起こした場合に

責任をとる姿勢である。その姿勢を明言すべき 

ご意見を踏まえ、公害

についても冒頭文に

加筆しました。 

【別表】「上下流域連携いきいき流域プロジェクト」が掲載さ

れているのであれば、「森業・山業創出支援総合対策事業」も

対象にならないか。また、平成 18年度から創出される「山村

力誘発モデル事業」も対象にならないか 

「森業・山業創出支援

総合対策事業」及び

「山村力誘発モデル

事業」は、森林環境教

育を直接の目的とし

ていないため、対象に

ならないと考えてい

ます。 

【別表】「社会・環境貢献緑化評価システム（ＳＥＧＥＳ）」

が対象となっているのであれば「緑の循環認証会議（ＳＧＥ

Ｃ）」も対象となってよいのではないか。 

「緑の循環認証会議

（ＳＧＥＣ）」は、森

林管理のレベルアッ

プを目指すものであ

り、森林環境教育を直

接の目的としていな

いため、対象にならな

いと考えています。 

 

 

（ヘ）マスメディア 

 

ご 意 見 考え方 

冒頭文 

「マスメディアは、広く国民にＥＳＤに関する情報を伝

えることが可能です。たとえば、環境問題や人権問題、

南北問題や平和問題など、ＥＳＤ関連の諸課題について

は、多くの国民が、新聞やテレビから情報を得ています。

ここでは、個別の課題

には言及しないこと

とします。 
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……」 

“メディア、特にテレビ・ラジオ放送を有効に活用して

普及啓発” 

ラジオについて加筆

しました。 

ＥＳＤの必要性の共通認識を高めてゆくための方策やマ

スコミも巻きこんだ更なる広報活動をお願いしたい。 

可能な限りマスメデ

ィアに対しても情報

提供を行うようにし

ていきたいと考えて

います。 

マスメディアが貢献してもらえるよう最大限の努力をし

てほしい。マスメディアに対する啓発事業を行ってほし

い。 

可能な限りマスメデ

ィアに対しても情報

提供を行うようにし

ていきたいと考えて

います。 

 

 

（ト）教員訓練機関 

 

ご 意 見 考え方 

タイトルを、「教員研修機関」とすべき。 

タイトルを、「教員養成・研修機関」とすべき。 

ご意見を踏まえ、「教

員養成・研修機関」と

修正しました。 

冒頭文 

「ＥＳＤが環境問題だけではなく、南北問題や人権、平

和問題などにも関連しているのだということなど、教員

がＥＳＤに関する正確な知識や豊かな技能を有している

ことにより、児童生徒への効果的なＥＳＤが可能になる

ため、教員養成・研修機関には以下のような取組や役割

が期待されます。」 

ここでは個別の課題

については言及しま

せん。 

下線部追加 

大学の教育学部等の教職課程において、ＥＳＤについて

積極的に取り上げるとともに、実践的な指導方法を教授

すること。また、実施に当たっては各大学の教育学部等

の教職課程では全教科にわたるＥＳＤに関する方針を立

てること。 

各大学において、ＥＳ

Ｄを取り上げる場合

には、各大学の教育方

針に基づいて位置づ

けられることになる

と考えています。 
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教科や学校種等により 専門的な分野に偏りがちな教員

研修に対して、教科横断的、総合的な視点から、新たな

研修内容の創造を行うこと。 

現在も、環境教育に関

する研修については

適切に実施されてお

ります。今後も、研修

内容の一層の充実に

努めてまいりたいと

思います。 

教員養成の各大学にＥＳＤ研究 研究センターやそれに

準じるセンターを設置し、学内でＥＳＤに関する総合的

な研究と教育が進むようコーディネート役を演じるよう

にすること。 

ＥＳＤに特化した研

究センターの設置に

ついては、各大学の判

断によるところと考

えていますが、既存の

学科や研究センター

等においても各大学

の判断によりＥＳＤ

は取り扱えるものと

考えています。 

質の高い研修を受けられる体制を望む。 今後も研修内容の一

層の充実に努めてま

いります。 

学校の先生の再教育・研修というのがあちこちに出てき

ているが、これは学校の現場の状況を改善しないことに

は小学校や中学校の先生方がつぶれてしまう。とてもじ

ゃないが、今の状態では受けられない。 

ＥＳＤは、従来の教育

をやめて新しく取り

組むという性格のも

のではなく、従来の教

育の中を発展させ、Ｅ

ＳＤの観点を織り込

んでいくということ

が重要と考えていま

す。 

教員の訓練の仕方、そのための指導体制と人材の登用に

ついては最大限の努力が必要。 

御意見を踏まえ、今後

も適切に研修等が実

施されるよう促進し

てまいります。 

以下のように修正「ＥＳＤに係るあらゆる教員の指導力

の向上、」 

ご意見については、Ｅ

ＳＤに限らず、当然求

められるべきことと
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考えています。 

【別表】「環境保全のための」ではなく、「ＥＳＤのため

の」とすべき。「環境保全のための」と書くのは、ユネス

コ国内委員会提言を無視することになり、日本がこのよ

うなスタンスを取ることは残念 

本研修は、「環境保全」

のための研修である

が、ＥＳＤの取組にも

資するものであり、別

表へ記載しています。 

 

 

（チ）公民館、図書館、青少年教育施設等の社会教育施設 

 

ご 意 見 考え方 

社会的弱者が利用する施設を網羅的に含める。 ご意見を踏まえ３

（１）を修正しまし

た。 

全国の公民館を見直し、地域のＥＳＤの核に公民館がな

るように、公民館のあり方、仕組み、人材の配置などを

全面的に見直し、ＥＳＤが地域で促進されるように財政

的な後押しを含めて取り組んでほしい。 

公民館は市町村が設

置する施設であり、そ

の運営等は、各教育委

員会や公民館が地域

の実情等に応じて行

われるものと考えて

います。 

学校と社会教育の連携が悪い。生涯学習と学校教育をつ

なぐ連絡会議や頻繁な会合を持つ必要がある。社会福祉

協議会、学童保育など、そうした施策やそれを管理する

教育委員会などの運営体制を明確に定義すべき。 

生涯学習、学校教育に

ついては、各地方公共

団体において、連携を

進めるべき課題とし

て考えています。 

 

 

（リ）地方公共団体 

 

ご 意 見 考え方 

各種計画の立案時、ＥＳＤの施策の実施には、住民参加

で行うこと （同趣旨 ４） 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

既にＥＳＤ的な取組を推進している組織との協働を明記

すべき 

ご意見を踏まえ修正

しました。 
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自治体レベルで、ESDを推進していくための推進本部を設

置すること。ESDを推進していくための行動計画、実施計

画の策定を求めること。 

効果的な手法の一つ

として理解しますが、

具体的な設置、策定に

ついては、自治体の判

断と考えています。 

地方の機関においても推進のための「連携」「ネットワー

ク」を構成するための推進体制の整備を実施計画やその

後の個別計画等に盛り込むべき 

具体的な設置、策定に

ついては、自治体の判

断と考えています。 

企画部門も核として入るべき。 ご意見を踏まえ修正

しました。 

地方公共団体の役割に比べてあまりにも貧弱な記述。国

と自治体の任務・役割について、もっと整理、補強すべ

き。 

地方公共団体につい

ても、大きな役割を期

待しているが、この実

施計画は、政府の実施

計画であり、基本的に

は政府の行うべき事

柄を記述している。当

該項目は、地方公共団

体に期待する役割や

取組について記述し

ているものです。 

以下を追加「・市民の参画を促進させつつ地域づくりを

実践すること。さらに市民がさまざまな判断を行えるよ

うに積極的に情報提供を行うこと。」 

ご意見を踏まえ加筆

しました。 

地域のあらゆる主体との話し合える場（ＥＳＤフォーラ

ム、プラットフォーム）のソフトの地域間の連携の要所

にすること。市民参加のＥＳＤ教育、実践の仕組み促進 

ご意見を踏まえ修正

しました。 

都道府県計画、市町村計画を策定するべきことを明記。

男女協働参画を明記 

ご意見を踏まえて修

正しましたが、都道府

県計画、市町村計画の

策定については、各地

方公共団体の判断と

なります。また、ここ

では個別の計画につ

いては言及しません。 
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（４）国際協力の推進 

 

（「国際協力の推進」全体的な意見） 

ご 意 見 考え方 

ＷＳＳＤで示した２５００億円の小泉イニシアティブが

ＭＤＧsの実現にどう関与するか明記されていない。「国

際実施計画」はＥＳＤがＭＤＧsの実現を至上命題として

いる。日本は、識字率や初等教育の目標実現にあたり、

最も厳しい状況にある国に対し、優先的に支援すべき。 

本イニシアティブは、

ＥＦＡ（万人のための

教育）やＭＤＧｓ達成

が困難な低所得国へ

の教育支援を今後５

年間で２５００億円

行うというものであ

り、必ずしもＥＳＤ案

件に限られないため、

ここでは記述してい

ません。これらの国に

対しては優先的に支

援を行い、既に２００

３年度末までに約

1,051億円の支援を実

施するなど、着実に執

行してきています。 

2002年のヨハネスブルグサミットの各国首脳演説におい

て、小泉首相はそのスピーチで、「5年間で2500億円以上

の教育援助を提供する」と ESDに関する構想を発表して

いる。この予算の執行に関する具体的な計画案を提示す

べき。 

同上 

国民の国際理解教育、開発教育の充実が欠かせない。在

住外国人が増える中でさまざまな問題が各地に起きてい

るし、国際社会でも、まだまだ顔の見えないと揶揄され

る日本。ＥＳＤの１０年で「国際協力」力を高めていく、

育てていく視点、方向性を示すべき。 

ご意見を踏まえ、新た

に「（ニ）国民の国際

理解の増進」を設け

て、記述しました。 

ＳＤを外交の基本に据えて、先ずは東アジア共同体を積

極的に推進してください。 

この基本計画の範囲

を超えていると考え

ています。 

子女、女性を中心にすえたプロジェクトが欠落している。 別表の関連施策にお

いて、子女、女性に関
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する施策についても

取り組んでいるとこ

ろです。 

国連機関にユニフェム等も明記 関係機関は多岐にわ

たるため、特にＥＳＤ

を推進する機関を例

示しました。 

スポーツ指導を目的とした青年海外協力隊員に、ＥＳＤ

のための訓練時間確保を要望 

個別の課題について

は、ここでは言及しま

せん。 

貧困対策のなかに資源の国際的な再分配を例示できると

メリハリがつく。途上国貧困の根本に深くある地球的課

題。公正と正義のＥＳＤ教育の国際的な普及。 

重要な視点と考えま

すが、この基本計画の

範囲を超えていると

考えています。 

 

 

（イ）国連関連機関等との連携･協力 

 

ご 意 見 考え方 

国連機関などの各主体との連携、協力関係を、何のため

に行うのか、国際協力の推進の目標を明確に提示し、共

有する必要がある。すなわち、ミレニアム開発目標（MDGs）

および万人のための教育（EFA）をきちんとESDの目標と

して位置づけ、その目標達成のための協力関係、連携の

あり方を、各主体とともに探っていく姿勢を明示すべき

である。上記の目標を、日本国内の教育内容に取り入れ

ることを明示する 

ご意見を踏まえ、２

（１）経緯等を修正し

ました。 

 

 

（ロ）アジア地域を中心とした地域レベルの協力の推進 

 

ご 意 見 考え方 

なぜ、「アジア地域を中心とした」のかについての説明が

不足。アフリカ地域、中南米地域、太平洋島嶼地域を中

心とした地域レベルの協力の推進、等々、併記してほし

い。 

世界的な取組である

ＤＥＳＤについて、日

本が特に貢献できる

地域として、直接地域
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的な枠組に関与して

いるアジア地域を中

心としました。 

アジアだけでなくアフリカも併記すべき 同上 

 

 

（ハ）開発途上国における人づくり等への支援 

 

ご 意 見 考え方 

「ものづくり教育」の中学校技術科教師は、開発途上国

への派遣，来日研修員への指導等，いろんな場面で国際

貢献を十分果たすことができるため、検討をお願いした

い。 

ここでは、個別の分野

の課題までは記述し

ないこととしていま

す。 

「留学生支援無償資金協力」について、留学生は進路に

悩んでいる。留学生が勉学を終え、当該国に帰国した際

に、彼らの能力をどのように生かすのか我が国と当該国

政府との間で協議する必要がある。 

留学生支援無償資金

協力では、我が国と当

該国政府と共同で運

営委員会を設けてお

り、帰国留学生を当該

国において積極的に

活用することについ

て協議を行っていま

す。 

アジアリーダー研修の実施。ＵＮＥＰが始めたアジアで

の環境リーダー研修し、資金面、内容面で日本からより

強力な関与をし、アジアにおける環境リーダー研修を実

施。 

国際機関の個別のプ

ロジェクトまでは取

り上げないこととし

ていますが、今後とも

内容・資金両面でUNEP

と協力して活動を行

っていきます。 

 

 

（ニ）各主体との連携、民間団体の取組の支援 

 

ご 意 見 考え方 
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「活用するとともに、支援策の充実及び強化を図ります」

を以下のように変更。「活用するとともに、例えば、持続

可能な開発の国際的担い手となり得る退職者への最新の

知識、情報の提供など支援策の充実及び強化を図ります」 

ご意見のようなとこ

ろまで詳細には、ここ

では記述しないこと

としています。 

【別表】国民参加海外森づくり事業、日中緑化基金も掲

載すべきではないか。 

「（二）各主体との連

携、民間団体の取組支

援」に加筆いたしまし

た。 

 

 

（ホ）国際社会への情報発信 

 

ご 意 見 考え方 

英語による情報発信もすべき。 英語による情報発信

も行うこととしてい

ます。 

我が国には、ＥＳＤに関わる経験が豊富にある。国際協

力にあたっては、これらの経験を整理し、国際会議や地

域レベルの会議等を活用し、国際社会に発信することが

重要。 

ご意見のように引き

続き取り組んでいく

こととしています。 
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５．評価と見直し 

 

ご 意 見 考え方 

評価の部分がほとんど書いてないに等しい。曖昧。誰が

どのようなテーブルで評価検討し見直しをかけていくの

か、ＥＳＤの成果をどうみせるのか、わかりにくい。（同

趣旨 ３） 

連絡会議において取

組状況の検証につい

ても行うこととして

いますが、具体的、詳

細な方法については、

今後検討していくこ

ととしています。 

評価のスケジュールをより明確にすべき。2009年に見直

しを行うためには、2007年度中に評価指標をつくり、2008

年に当該指標に基づく評価を行うこと不可欠。 

可能な限り早い段階

で評価手法について

検討することが必要

と考えています。 

評価にあたっては、より広い関係者の参画を得て行うこ

と、参加型評価が重要。（同趣旨 ３） 

ご意見を踏まえ、（１）

に加筆修正しました。 

政府から独立した第三者評価委員会をつくって評価を行

う（委員会構成メンバーの選出は様々なＮＧＯ団体等の

推薦により、男女比率も加味する）。 

ご意見を踏まえ、（１）

に加筆修正しました。 

核となる機関を定めて進めるべきである 今後の検討課題とさ

せていただきます。 

評価の視点と評価指標を示せないか。 本文のとおり、今後の

課題とさせていただ

きます。 

１０年間は、前期３年、中期３年、後期３年、最終１年

に分け、それぞれの時期に重点を明確にして評価し、そ

の後の計画づくりを行うように変更すべき。 

３年ごとでは、評価が

難しいと判断してい

ます。毎年の実施状況

の検討を行うことを

盛り込んでいます。 

評価が達成されないときの対処を明記してほしい 評価手法の検討から

行う段階であり、それ

が達成できない場合

について、現時点で言

及せきません。 

ＥＳＤ推進のための法律の整備、罰則を有する厳しいも

のを国会において制定することを望む。 

現時点で法律の制定

は考えていません。 
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日本独自の視点を盛り込んだ評価システムを出来るだけ

早く構築してほしい。 

本文のとおり、今後の

課題とさせていただ

きます。 

環境と開発だけに主要課題を扱うというのは問題 環境と開発を中心に、

環境、経済、社会の課

題について取り組ん

でいくこととしてい

ます。 

 


